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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

国土交通省 水管理・国土保全局
河川計画課 河川情報企画室

室長 平山 大輔

令和元年１０月１５日

国土交通省の河川情報施策
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水文観測について
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河川管理者が行う水文観測

水文観測

雨量観測（自記雨量計、レーダ雨量計）、水位観測、

流量観測、水質観測、底質観測、地下水位観測、

地下水質観測 ※水文観測業務規程より

○河川計画の立案

○河川整備の実施

○河川の適正な維持管理

○河川管理施設等の維持・修繕

○流水の正常な維持

○河川環境の整備及び保全

○洪水時、渇水時等の危機管理

公表

○水文水質DB

○川の防災情報

○防災情報提供センター

○ 雨量・水位・流量等の水文観測データは、河川管理を行う上で、河川計画の立案・河川工事の実
施・河川の適正な維持等に使用している。

○ また、一般に広く提供し、リアルタイムの防災情報として、水文統計資料として、自治体、研究者
等に、様々な目的で活用されている。
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河川における水文観測（イメージ図）

レーダ雨量観測所
中継局

地方整備局
○○事務所

警報表示板

気象台

地上雨量観測所

水位・流量観測所

災害対策本部
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河川における水文観測

＝水文観測の目的＝

降水量及び河川の水位と流量の観測は、「治水・利水・環境」といった各側面から、総合的な河川計画の立案、河

川工事の実施、河川の適正な維持、河川環境の整備と保全、その他河川の管理に必要な基礎データを提供するも

のである。

所轄
雨量

観測所
水位

観測所

水管理・国土保全局 2,315 1,970

気象庁 1,299 －

都道府県及び水機構 5,154 4,782

合計 8,768 6,752

川の防災情報において情報配信
されている観測所数（2019.3時点） 観測種目 観測頻度

地上雨量
観測

・10分間隔
※都道府県の観測所及び国の一部観測所は

通常1時間毎、降雨があった場合に10分間隔

レーダ雨量観測
・常時観測

観測結果をXRAINとして1分周期で配信

水位観測
・10分間隔
※都道府県の観測所及び国の一部観測所は

通常1時間毎、水位が閾値を超えた場合に10分間隔

流量観測
・低水観測：年間36回以上
・高水観測：年間10洪水程度

観測頻度

観測種目 観測施設の配置

地上雨量観測
・均一の降雨状況を示す地域に1観測所
・おおむね50km2に1観測所

レーダ雨量観測
・Cバンド：半径120kmが定量観測範囲
・Xバンド：半径60kmが定量観測範囲

水位観測
流量観測

・河川整備計画、水資源開発計画のための基準点として、永続観測が必要な地点
・洪水予報や水防警報等のために必要な地点
・河川の流出特性を把握する上で重要な地点

観測施設の配置
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水文観測業務規程
H29.03.31改定（事務次官通
知）

水文観測業務規程細則
H29.03.31改定（局長通知）

水文観測データ品質照査要領
H26.3.20制定（課長通知）

水文観測データ統計処理要領
H26.3.20改定（課長通知）

水文観測データ品質照査の手引き
H26.3.20改定（課長補佐事務連絡）

水文観測データのDB化に関する統計処理方針
H26.3.20改定 （課長補佐事務連絡）

観測・データ管理・公開のルール

河川砂防技術基準調査編
平成24年6月 改定

基準となる調査手法

現場における技術マニュアル

水文観測
平成14年度版

○「水文観測業務規程」を頂点に、観測・データ管理・公開等に関するルールが整理
されている。

○調査手法については、「河川砂防技術基準調査編」（平成24年6月改定）に示され
ており、また、現場における技術マニュアルとしては「水文観測」（平成14年
版）が発刊されており、これらに基づき業務が行われている。
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水文観測に関する規程類
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水文水質データベース（http://www1.river.go.jp/ ）

雨量データ（時間雨量月表、雨量年表、経年雨量状況表）

水位・流量データ（時刻水位月表、日水位年表、位況表、
時刻流量月表、日流量年表、流況表等）

国土交通省水管理・国土保全局が所管する雨量、水位、流量、
水質等の観測データを公開
提供観測所数 （R1.6時点）

雨量観測所：2,765箇所 水位・流量観測所：2,115箇所

観測成果の公表

○ 水文・水質データは、研究者や民間企業にとって利用価値の高い情報であり、積極的な公開が求められている。
○雨量・水位・流量等の観測成果を「水文水質データベース」に保存し、広く一般へ公表。（平成14年以降）
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レーダを活用した雨量監視
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レーダ雨量計システム

従来の地上雨量計システム

定量表示 :240km(半径120km)

レーダー局

広範囲での降雨状況を把握

観測点の雨量のみを把握可能

現在は、
レーダ雨量計システムと
従来型雨量計システムを併用

従来の雨量計システム

広がり

方向と速度

雨域の広がり、雨量強度を５分間隔
で観測し、雨域の移動方向、消長を
予測することが可能

強さ

雨雲

Cバンドレーダ雨量計による雨量観測
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Xバンドレーダ雨量計試験機
等雨量線スケッチ画像（1966年）

Xバンド空中線装置（赤城山）

PPIスコープ映像の写真

（無線鉄塔による遮蔽がある）

・群馬県赤城山、東京田端で研究を開始
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レーダによる雨量観測の研究を開始(1966年度～)

・1976年 赤城山レーダ雨量計による観測を開始。

赤城山レーダ雨量計初号機 赤城山レーダ雨量計初号機端末画像（3kmメッシュ）
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レーダ雨量計による観測開始(1976年～)

・全国13基のＣバンドレーダ
(赤城山、三ツ峠、深山、蛇峠、羅漢山、大和山、明神山、
釈迦岳、国見山、八重岳、物見山、宝達山、御在所)
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地方毎のＣバンドレーダ合成データの配信(1986年～)
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・地整単位合成レーダの配信データを1kmメッシュ化
・地整単位の合成レーダデータに地上雨量による補正を実施
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新河川流域総合情報システムでの配信（1998年～）

・全国26基のＣバンドレーダ雨量計を合成
・地上雨量計で補正した1kmメッシュデータを 5分毎に配信
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オンライン全国合成処理データの配信（2003年～）

○神戸市都賀川での水害。（５名死亡）
○従来のレーダでは、捉えきれない局地的な大雨や集中豪雨、急激な水位上昇が発
生。

○神戸市都賀川での水害。（５名死亡）
○従来のレーダでは、捉えきれない局地的な大雨や集中豪雨、急激な水位上昇が発
生。

第１回中小河川における水難事故防止検討ＷＧ 兵庫県説明資料より
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１０分間で
１．３４ｍ
水位上昇

都賀川甲橋 水位上昇状況 （神戸市モニタリングカメラ画像）

～XRAIN整備の経緯～

平成20年7月28日都賀川の水害における水位上昇平成20年7月28日都賀川の水害における水位上昇
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2008年7月の都賀川での水害
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ＸバンドMPレーダ合成雨量データ（XRAIN)の配信（2010年～）

１．高分解能（Ｘバンドの特性）

２．高いリアルタイム性（ＭＰレーダの特性）

• Ｘバンドレーダは、Ｃバンドレーダに比べ
波長が短く、高分解能な観測が可能。
（Xバンド：8～12GHz、Cバンド：4～8GHｚ）

• 2種類の偏波（水平・垂直）を送信すること
で、雨粒の形状等を把握し、雨滴の扁平
度等から雨量を推定。

• 地上雨量計による補正を行わずに、高精
度な雨量データをほぼリアルタイムで配信

することが可能。

• ドップラー機能により、雨滴の移動方向と移動
速度を把握することで、降雨予測等への活用
が期待。

３．雨滴の移動方向・移動速度の観測が可能
（ドップラー機能）

雨粒形状の変化を把握

ＸＲＡＩＮ全景（能美サイト） レーダアンテナ（埼玉サイト）

垂直偏波

水平偏波

２種類の波を送信

ＸＲＡＩＮの特徴
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※Ｃバンドレーダ（定量観測半径120km）は広域的な降雨観測に適するのに対し、ＸＲＡＩＮ（定量観測半径
60km）は観測可能エリアは小さいものの局地的な大雨についても詳細かつリアルタイムでの観測が可能。

【既存レーダ（Ｃバンドレーダ）】

（最小観測面積：１ｋｍメッシュ、配信周期:5分
観測から配信に要する時間 5～10分）

【ＸＲＡＩＮ】

（最小観測面積：250ｍメッシュ、配信周期:1分
観測から配信に要する時間 1～2分）

・
高
頻
度
（
5
倍
）

・
高
分
解
能
（
16
倍
）

○都市域等に高頻度、高分解能なＸＲＡＩＮを導入し、局地的な大雨（いわゆるゲ
リラ豪雨）や集中豪雨の被害低減に向けた実況観測を強化。

○従来レーダ（Ｃバンドレーダ）に比べ、高頻度（５倍）、高分解能（16倍）での
観測が可能。また、これまで5～10分かかっていた配信に要する時間を1～2分に
短縮。

○都市域等に高頻度、高分解能なＸＲＡＩＮを導入し、局地的な大雨（いわゆるゲ
リラ豪雨）や集中豪雨の被害低減に向けた実況観測を強化。

○従来レーダ（Ｃバンドレーダ）に比べ、高頻度（５倍）、高分解能（16倍）での
観測が可能。また、これまで5～10分かかっていた配信に要する時間を1～2分に
短縮。

ＸＲＡＩＮとＣバンドレーダの比較

18
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強い雨の後ろ
では、消散してしまう。

（背後欠測）

電波消散域の
発生

しかしながら・・・

ＸＲＡＩＮの電波消散
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観測不能

関東地域のレーダのみによる観測 関東地域と静岡地域のレーダを組み合わせた観測

強い
降雨域

●
新横浜

●
新横浜

●
香貫山

関東地域（平成２３年８月１９日の降雨）における観測事例

隣接する静岡地域の
レーダで観測が可能

新横浜局からの観測では強い降雨域の後方が観測不能 複数基で観測することにより、観測不能領域が解消

レーダ局● レーダ局●

○ＸＲＡＩＮの使用しているＸバンド帯の電波は、非常に強い降雨域の後方におい
て、電波が減衰・消散してしまい観測不能となる場合があるが、複数基で観測す
ることにより、この観測不能域を補うことが可能。

○このため、XRAINのレーダは重点監視地域を複数のレーダで囲むように配置するこ
とを基本としている。

○ＸＲＡＩＮの使用しているＸバンド帯の電波は、非常に強い降雨域の後方におい
て、電波が減衰・消散してしまい観測不能となる場合があるが、複数基で観測す
ることにより、この観測不能域を補うことが可能。

○このため、XRAINのレーダは重点監視地域を複数のレーダで囲むように配置するこ
とを基本としている。
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複数基による観測のメリット（ＸＲＡＩＮの配置）

XバンドMPレーダ雨量計 CバンドＭＰレーダ雨量計

アンテナ径 波長が短いため小型のアンテナ（直径
約2m）で観測

波長が長いため大型のアンテナ（直径
約4m）で観測

観測範囲 電波が減衰しやすいため観測範囲が狭
い（半径80km）

電波が減衰しにくいため観測範囲が広
い（半径300km※）

雨滴の扁平度の測
定

電波の感度が高いため、弱雨～強雨に
対して雨滴の扁平度を測定可能

強雨に対して雨滴の扁平度を測定可能

欠測領域の発生 電波が減衰しやすいため、強雨時に欠
測領域が生じやすい

電波が減衰しにくいため、強雨時に欠測
領域が生じにくい

これまでのＸＲＡＩＮは、XバンドＭＰ（マルチパラメータ）レーダ雨量計のみ
で構成。これに、従来より保有するCバンドレーダ雨量計をＭＰ化し、Xバ
ンドMPレーダ雨量計と組み合わせたXRAIN(拡大試行版）の平成28年７月
より配信を開始した。

XRAINの配信エリアの広域化、欠測が生じにくい安定した観測が可能となる
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XRAIN配信エリア拡大

【凡例】
青字･･･MPレーダ雨量計
（黒字）･･･CMPの未整備雨量計
灰枠円･･･定量観測範囲
黒枠円・・・定性観測範囲

令和元年5月1日現在

鷹巣

●Xバンド ３９基
▲Cバンド ２６基

（大楠山）

高鈴山

ＸＲＡＩＮの配信エリア及びレーダ雨量計の整備状況
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川の防災情報
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 地図上の所在地や防災担当者の管轄範囲の災害リスクをわ
かりやすく表示。

 所在地や管轄範囲の災害リスクを速やかに理解できるよう
河川の現況を視覚的に表示。

 災害リスクを分かりやすく理解できる形で提供。

 移動先であっても、災害リスクの情報が確実に伝わるよう、
スマホ版にも対応する。

「災害時に情報の受け手である利用者に的確に伝わり、利用者が
災害リスクを理解・判断・行動ができる」ことを目標に、以下の方針
で設計。

川の防災情報 設計方針

24
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多重無線中継所

出張所

携帯電話やパソコンによる情報提供

Cﾊﾞﾝﾄﾞﾚｰﾀﾞ雨量計
（26基）

河川情報

○ 全国約17,500観測所で常時観測されている雨量、水位データ等をリアルタイム（24時間・
365日）に収集、加工・編集し、河川管理者、市町村、住民等に提供。

水位観測所
（約7,300観測所）

河川情報提供システム

XﾊﾞﾝﾄﾞMPﾚｰﾀﾞ雨量計
（39基）

ﾃﾚﾒｰﾀ雨量計
（約10,200観測所）

住民

CCTVｶﾒﾗ（約2,800基）
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それぞれのユーザー（一般住民、市町村（市町村職員等）、河川管理者（国交省・都道府県
職員））に対して、異なるシステムと役割で河川情報を提供。

対象ユーザー システム名 システムの持つ役割 提供する情報内容

一般住民 一般向け「川の防
災情報」

迅速な避難のための支
援

レーダ雨量（現況・履歴）、
河川の水位と雨量、予警報
等

市町村 市町村向け「川の
防災情報」

水防管理者として必要
な情報の収集と一般へ
の避難勧告、避難指示
を行うための支援

一般向けに加えて、レーダ
雨量（累加）、堰・排水機場
諸量、海岸、台風・地震・津
波情報等

河川管理者 河川管理者向け
統一河川情報シ
ステム

迅速・的確な河川情報
の収集と防災体制の早
期確立

市町村向けとほぼ同じ

川の防災情報によるユーザーに応じた河川情報の提供
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「川の防災情報」による情報提供の例①

市町村単位での表示都道府県単位での表示

・水位の変化に応じて予警報が発表されると川の表示の色が変わります。
・カメラのアイコンをクリックすると、現在の川の状況をカメラ画像で確認することができます。
・レーダーによる雨の状況もわかります。

川の水位や雨の現在の状況がわかります。川の水位や雨の現在の状況がわかります。

カメラ画像

赤：氾濫危険情報発表

橙：氾濫警戒情報発表

黄：氾濫注意情報発表
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「川の防災情報」による情報提供の例②

川の水位の凡例

氾濫危険水位 河川がはん濫する恐れのある水位

避難判断水位 避難情報発表の目安となる水位

氾濫注意水位 河川のはん濫の発生を注意する水位

水防団待機水位 水防団が待機する目安となる水位

川の水位で現在のはん濫の危険性がわかります。川の水位で現在のはん濫の危険性がわかります。

・川の水位が上昇している時は水位情報と共
に の表示がされます。

・近くの川の水位が高いほど、身近ではん濫す
る可能性が高まります。

・はん濫の危険性が高くなっている川の近くで
は、身の安全の確保を図るなど、適切な防災
行動をお願いします。

28

「川の防災情報」による情報提供の例③

洪水の浸水想定区域図で、仮にはん濫したらどこが
どのくらい浸水する危険性があるかがわかります。
洪水の浸水想定区域図で、仮にはん濫したらどこが
どのくらい浸水する危険性があるかがわかります。

いつも持っているスマートフォンで川
の防災情報を見ることができます。
いつも持っているスマートフォンで川
の防災情報を見ることができます。

想定最大の規模や、100

年に一度の大雨などで
はん濫した場合に浸水
が想定される範囲と浸水
の深さを示した図です。

クリックすると避難所
の位置などが入った
「各市町村の水害ハ
ザードマップ」を見るこ
とができます。

洪水の浸水想定区域図

GPS機能により、即座にあなたがいる
場所の状況を表示できます。

29 Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

一般向け「川の防災情報」

30
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画
面
を
ス
ワ
イ
プ
し
て
移
動
で
き
ま
す

メニューボタンから項目を選択す
ることもできる（p3参照）。

河川の予警報

ここをタップすると、いつでもトップ
ページに戻ることができる。

市町村を検索し、ダイレクトに市町
村概況を見ることができる。

任意に市町村選択できるほか、
GPS機能を用いて現在地を表示す
ることができる。

トップページで洪水予報の発表
状況がわかり、クリックすること
で発表状況の詳細を見ることが
できる。

トップページで現在の全国の雨量
分布（レーダ雨量）を確認できる。

検索結果

トップページ

一般向けスマホ版「川の防災情報」（トップページ①）

31

二次元コード

（http://www.river.go.jp/s
/）

トップページで全国の雨の状況、洪水予報の発表状況を把握

一般向けスマホ版「川の防災情報」（トップページ②）

32

 ＧＰＳ機能があれば、一瞬で自分のいる場所に移動が可能
 市町村毎の浸水想定区域の表示が可能
 河川水位も表示可能

一般向けスマホ版「川の防災情報」（浸水想定区域・河川水位）

33

 河川状況のリアルタイム画像を見ることが可能
 河川水位の状況が色で表示される

河川水位の凡例

一般向けスマホ版「川の防災情報」（カメラ画像・河川水位状況）

34

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

市町村向け「川の防災情報」

35

 市町村防災担当者が必要な情報を可能な限り提供
必要な情報の収集と一般への避難勧告、避難指示を行うための支援に活用

 一般向けPC版「川の防災情報」に加え独自の機能を追加

 一般向けに加えて、レーダ雨量（累加）、堰・排水機場諸量、海岸、台風・地
震・津波情報等 を追加

 情報取得方法として、パソコン版と携帯端末版の2つがある。

 市町村等の防災機関を対象としており、利用にあたっては「ユーザＩＤ」が必要
です。

 ユーザ毎に専用トップページを準備することで、必要な情報に素早くアクセス
することができる。

 予警報を時系列的に把握できる。

市町村向けPC版「川の防災情報」

36
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

英語版「川の防災情報（試行版）」の配信

37

英語版「川の防災情報（試行版）」

川の現況に関する情報

【河川横断図】
川の⽔位とまち側の地盤
の⾼低差を断⾯図で表⽰

【ハイドログラフ】
川の⽔位の時間的な
変化をグラフで表⽰

【河川状況カメラ画像】
河川の状況が把握可能
なライブ映像を表⽰

川の⽔位に関する情報

【XRAIN】
現在の⾬域を表⽰

【浸⽔想定区域図】
場所の浸⽔深を表⽰

ベースマップ
（表⽰切替）

 川の防災情報 英語版【試行版】で配信される主な情報

洪⽔リスクをプッシュで通知
現在地（GPS機能が動いている場合）や
タップした場所（画⾯中央）から、２Km
以内に避難判断⽔位を超過している観測所があれ
ば、ポップアップで通知します。

近
隣
の
⽔
位
計
で
避
難
判
断
⽔
位
を
超
過

 リスク通知機能を装備 ―近隣の川の水位上昇をポップアップでいち早くお知らせ

アクセスはこちらから
https://www.river.go.jp/e/

（パソコン・スマートフォン共通）

～平成３０年６月１日から、英語版「川の防災情報（試行版）」の配信開始されました～

38

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

新技術を活用した河川管理の高度化

39

河川の特徴

H18.8撮影

H19.5撮影

ICT、IoT技術を活⽤した新しい河川管理
○近年、ICT、IoT、AI等の情報・通信技術が著しく進歩する中、企業等の最新技術を活⽤し
て、河川管理等の課題を解決し、Society5.0を具現化。
○従来の「熟練技術者の⽬」による管理＋ICT,IoT技術を活⽤しデータを重視した河川管理

縦横断測量
（５年に１回、
200mピッチ）

平常時巡視・点検
（週２〜3回）

河川維持管理DB

⽔⽂観測

従来の管理⼿法
■閉塞する河道

約１年で
⼤きく変化

⾰新的河川技術プロジェクト 等

三次元点群データ（三次元測量）

危機管理型⽔位計（センサー網の増強）

タブレット端末で
巡視結果や点検内容を
記録しデータベース化

グリーンレーザーを搭載
したドローンでの測量
（数百点／㎡）

IoT技術を活⽤した
洪⽔時の計測に特化した
低コスト(従来の1/10)な
⽔位計による⽔位観測

出⽔時
現場状況確認

豊富な経験をもつ
熟練技術者が実施

時間的、空間的な
密度は⾼くない

出⽔時に実施する
⾼⽔観測は危険を
伴う

強⾵時はヘリは⾶べな
い。H23紀伊半島豪⾬
では２⽇間⾶べず。

全天候型ドローン

台⾵通過後、天候の回
復を待たずに強⾵下で
も状況把握が可能

出典:河川情報センター

ノウハウ
の蓄積

可視化

ビッグ
データ化

迅速化

＜河川管理においてSociety5.0を具現化＞

40

革新的河川技術プロジェクト
国⼟交通省⽔管理・国⼟保全局では、河川⾏政における技術課題や政策課題を解決するた

め、企業等が持つ先端技術や既存技術を活⽤して機器やシステム等を開発し、現場に速やか
に導⼊することを⽬的として、オープンイノベーション型（異分野連携型）の⾰新型河川技
術プロジェクトを実施。

フェーズ２︓開発チームの結成・事業計画書作成

フェーズ３︓機器開発・フィールド調整

フェーズ４︓現場実証

フェーズ５︓実装化（現場への導⼊等）

① ピッチイベント※に参加する企業等の選定
② ピッチイベントの実施
③ 開発チームを結成
④ 事業計画書作成
※技術開発アイデアの想起や新たなビジネスパートナーの
マッチング等の誘発を図るイベント

フェーズ１︓参加企業等の募集 官主導オープンイノベーション

我が社の技術を
活⽤できないか

コラボ技術を
提案します

凹凸株式会社 株式会社凸凹

各企業等が持つ要素技術の
プレゼンテーション

ピ
ッ
チ
イ
ベ
ン
ト

チームの
結成

お⾒合いの場
（企業等のマッチングイベント）

第１弾 危機管理型⽔位計

プロジェクトの
開発機器

第２弾 危機管理型⽔位計(寒冷地)

第３弾 簡易型河川監視カメラ

第４弾 流量観測の無⼈化・⾃動化

全天候型ドローン

陸上・⽔中レーザドローン

NEW!

41

＜官主導オープンイノベーション＞
・独創的な各要素技術の融合
・汎⽤技術の採⽤（携帯通信網の活⽤等）

局舎内機器設置状況

着実に設置を推進
オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

※従来型の1/100〜1/10のコスト
（１００万円/台以下）

※⻑期間メンテナンスフリー
（無給電５年以上稼働）

0

5,000

10,000

H29 H32までに実施

約5,200台

約11,000台
H29補正予算で必要額を措置

約２倍

※都道府県等の管理区間に限る

危機管理型⽔位計の開発・設置

従来の⽔位計
○既存の⽔位計は設置に際し、
１基あたり数千万円の費⽤を
要していた

（国交省仕様⇒⼀品少量⽣産的）

⽔位計設置状況

開発から実装まで１年以内

＜危機管理型⽔位計の特徴＞

＜都道府県担当者の声＞
・この⽔位計なら多くの設置が可能。
・ほとんど不可能と考えていた「河川の
網羅的監視」を実現するもので画期的。

 台風10号

 平成28年8⽉台⾵10号
岩⼿県岩泉町（⼩本川等）で21名死亡→⼩本川の⽔位計は、下流のみ

 平成29年7⽉九州北部豪⾬
福岡県朝倉市、東峰村、⼤分県⽇⽥市で死者・⾏⽅不明者42名
→ほとんどの中⼩河川で⽔位計なし
水位計が無く、避難等の状況判断ができない中小河川 多数の死者 ⼩本川の被害地域と⽔位計設置位置

危機管理型⽔位計開発のきっかけ

⽔位計とクラウドを
直結し、統合処理、
ビッグデータ化

Society5.0
を具現化

（専⽤周波数帯）

（台）

洪
⽔
時
の
観
測
に
特
化

・ダウンサイジング
・ロットの拡⼤
⇒更なるコストダウ
ン（２０万円/台程
度）も企業から提案

42
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危機管理型⽔位計運⽤協議会について

協議会の⽬的と業務

洪⽔時の河川⽔位情報を幅広く提供し活⽤するため、
○危機管理型⽔位計を運⽤するためのシステムおよびシステムを運⽤する事業者の選定
○システムの運⽤にかかる業務
○通信の契約にかかる業務
○危機管理型⽔位計の調達にかかる業務
○そのほか危機管理型⽔位計に関して共同で実施すべき業務

（国１１機関，３２道府県，１２市町/令和元年6⽉1⽇現在）

中⼩河川においても洪⽔時の
避難判断の⽬安となるリアル
タイムでの⽔位状況の把握
を可能とする

都道府県や市町村が管理する
中⼩河川等への普及を促進し、
⽔位観測網の充実を図る

参
画

協
議

国

全国統⼀システムで
データを⼀括処理

危機管理型⽔位計運⽤協議会

A県 C県

B市 D町

協議会の役割イメージ

43

河川管理者や住民等がスマートフォン、タブレット、PC等を用いて、水位情報や河川カ
メラ情報を一体的に閲覧できる「川の水位情報」サイトを公開。
水位情報は、危険度に応じて色が変化。

アクセスはこちらから https://k.river.go.jp/ （パソコン・スマートフォン共通）

３つの主な機能

川の⽔位情報を
クリック

観測所の⼀覧画⾯から観測地点を選
択すると⾃動でズームし、その観測
地点の河川⽔位を簡単にみられます。

河川カメラのアイコンを選択
することで河川の状況が簡単
にみられます。

リアルタイムの河川⽔位に対
応して表⽰の⾊が変化し、危
険度がわかります。

選択

スライドさせて周辺の⼟地の⾼さを⾒れます。

二次元コード

「川の水位情報」による河川情報の提供

44

簡易型河川監視カメラ

■背景

氾濫の危険性が高く、人家や重要施設のある箇所に「簡易型河川監視カメラ」を設置し、水位情報に加え、リア

リティーのある洪水状況を画像として住民と共有し、適切な避難判断を促す。

■簡易型河川監視カメラ（H31.3開発完了)

○洪水時のリアリティのある河川画像の取得
無線式の場合は電源・通信ケーブルの確保不要（無線、太陽電池等）
ズームや首振り機能を削減することでコスト低減

（機器本体価格は、３０万円/台程度）

○インターネットを経由して画像を収集
 危機管理型水位計のデータと併せてスマートフォンで一般に情報提供を予定

平成30年7⽉豪⾬では、洪⽔予報や各種
危険情報が発令されていたにもかかわらず、
住⺠の避難⾏動につながらなかった

画像配信イメージ平成30年7月豪雨 （高梁川水系高梁川・小田川）

・洪⽔時の切迫性のある河川情報の提供
が必要
・従来の河川監視カメラはコストがかかるた
め、多数の設置が困難

簡易型河川監視カメラ開発機器

•令和元年度末までに全国で
約3,600箇所を配備予定

クリック

45

全天候型ドローン／陸上・水中レーザドローン

航空レーザー測量で行っていた三次元データ取得を、「陸上・

水中レーザードローン」を開発することで、災害時などに効率的

かつ迅速に計測するなど、河川管理の高度化・高精度化を図る

■全天候型ドローン

グリーンレーザースキャナを搭載
 従来の航空レーザー測量システムで使用するスキャナを大幅に軽量・

小型化

持ち運びが容易
 ドローンへの搭載が可能となり、被災箇所など限定的な範囲を効率的

かつ迅速に計測可能
 配備された河川だけで無く、被災地域への応援でも効果を発揮

平成31年2月開発プロジェクト完了

各地方整備局等に10機配備予定。（順次実装中）

ヘリコプターは風速数ｍで飛行が困難となることから、強風下

で飛行可能なドローンを開発。天候の回復を待つこと無く、迅速

な状況把握を実施する。

■陸上・水中レーザドローン

強風下でも飛行が可能
 風速２０ｍ程度の強風下でも飛行可能

 天候の回復を待つこと無く、強風下でも迅速な状況把握が実施可能

グリーンレーザースキャナによる
計測イメージ

平成30年3月開発プロジェクト完了

各地方整備局等に約40機配備予定（順次実装中）

※現場ニーズに基づいた要求水準を明示し、官主導のオープンイノベーションにより企業間の協働を促進するプロジェクト

【特徴】【特徴】

河川の三次元計測イメージ
全天候型ドローンによる状況把握

46

洪水時の流量観測の無人化・自動化（平成30年12月公募開始）

■背景

電波流速計測法

■流量観測の無人化・自動化技術開発

■今後のスケジュール
令和元年7月～ 現場実証開始
令和３年度以降 現場実装予定

画像処理型流速計測法

現在、洪水時の流量観測は、浮子観測を基本としているが、近年、洪水が激甚化する中で、観測
員が待避を余儀なくされ観測が困難となる事案が頻発。また、観測が昼夜、長時間に及ぶため、人
員確保も課題。このため、洪水時の流量観測の無人化、自動化の技術開発を推進。

現在の浮子を用いた流量観測（最低5人程度の観測員が必要）

渡月橋
浮子投下位置

溢水

溢水

浮子観測では、作業が長期化
した場合、交代要員が必要。

2013年台風18号では、桂川
の氾濫により観測員が退避。

47

ドローンを活用した河川管理の効率化、高度化（令和元年7月公募開始）

現在、職員等がパトロール車等で目視により河川巡視を実施しているが、河岸等の車の進入が困難な場所
は、徒歩や船により異常箇所を点検。

このため、ドローン・画像解析技術を活用して異常箇所を自動抽出する技術開発を推進し、河川管理の効率
化・高度化を図る。

＜ドローンを活用した河川巡視の高度化 実施フロー＞

巡視方法：パトロール車による目視巡視
記 録：現地において作業員が監視、記

録し、事務所等でデータを整理
異常発見：職員がその経験により判断
そ の 他：河岸や車の進入が困難な箇所は、

徒歩や船による巡視を実施

河川巡視(目視) ドローンを活用した河川巡視(画像AI)

フェーズ３︓事業者選定 【9⽉中旬頃】フェーズ３︓事業者選定 【9⽉中旬頃】

フェーズ４︓現場実証
【令和元年10⽉〜令和2年12⽉】

フェーズ４︓現場実証
【令和元年10⽉〜令和2年12⽉】

フェーズ１︓参加企業等の募集
【1次募集︓令和元年8⽉21⽇まで】

フェーズ１︓参加企業等の募集
【1次募集︓令和元年8⽉21⽇まで】

Ｖ

フェーズ５︓現場実装 【令和3年度以降】フェーズ５︓現場実装 【令和3年度以降】

① ピッチイベントの実施
② 開発チームを結成
③ 事業計画書作成
※技術開発アイデアの想起や新たなビジネスパートナーの
マッチング等の誘発を図るイベント

フェーズ２︓開発チームの結成・事業計画書作成
【2次募集︓9⽉上旬まで】

フェーズ２︓開発チームの結成・事業計画書作成
【2次募集︓9⽉上旬まで】

巡視方法：搭載したカメラによる監視
記 録：監視から記録までを自動化
異常発見：画像解析、AI技術により自動抽出
そ の 他：堤防を含む河道空間をドローンに

よる巡視を実施

＜これまでの河川巡視とドローンを活用した河川巡視の違い＞

ドローン計測
観測から異常・変状
箇所の把握までを
自動化

洪水前

洪水後

変状把握

＜期待される効果＞

監視・記録、異常発見までを自動化することに
より、河川巡視の高度化、効率化が可能。

○洪水による河道の変化を定量的に把握

○日々の巡視では変化を捉えにくい土砂移動や樹
木の変化を定量的に把握

○施設の損傷等について、経年的変化を定量的に
把握

○人が近づきにくい部分や危険箇所の状況を容易
かつ安全に把握 48
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

住民自らの行動に結びつく情報の伝達

49

48時間降水量の期間最大値（期間2018年6月28日～7月8日）実況天気図（2018年7月7日6時00分時点）

※気象庁ウェブサイトを基に作成

梅雨前線が停滞、台風から湿った空気が供給 広い範囲で記録的な大雨 長期間の大雨

観測史上1位の更新箇所数
（時間降水量別）

観測史上1位の
更新箇所数

1時間
降水量

3時間
降水量

6時間
降水量

12時間
降水量

24時間
降水量

48時間
降水量

72時間
降水量 123箇所

125箇所

14箇所

16箇所

31箇所

49箇所

77箇所

○ 6月28日から7月8日までの間、西日本を中心に、広い範囲で記録的な大雨となり、平年の月降
水量の4倍となる大雨となった地点もあった。

○ 特に長時間の降水量について多くの観測地点で観測史上1位を更新し、24時間降水量は77地
点、48時間降水量は125地点、72時間降水量は123地点で観測史上1位を更新した。

○ 背景要因として、気象庁は「地球温暖化による気温の長期的な上昇傾向とともに、大気中の水蒸
気量も長期的に増加傾向であることが寄与したと考えられている。」とし、はじめて個別災害につ
いて気候変動の影響に言及

※全国の気象観測地点は約1,300地点

平成30年７月豪雨の特徴（降雨）

50

高梁川水系小田川（岡山県倉敷市）
• 左岸及び複数の支川の決壊、右岸の越水により、

真備町を中心に浸水被害（約1,200ha、約4,600戸）

肱川水系肱川（愛媛県大洲市）
• 越水等により、大洲市全域で浸水被害（約3,100戸）

東大洲地区の浸水状況

平成30年７月豪雨により、広域的かつ同時多発的に河川のはん濫、がけ崩れ等が発生。
これにより、死者224名、行方不明者8名、住家の全半壊等21,460棟、住家浸水30,439棟

の極めて甚大な被害が広範囲で発生。

あやべしうえすぎちょう

京都府綾部市上杉町

■各地で土砂災害が発生

■各地で洪水被害が発生

ひろしまし あさきたく くちたみなみ

広島県広島市安佐北区口田南

※：消防庁「平成３０年７月豪雨及び台風第１２号による被害状況及び消防機関等の対応状況（第58報）」
（平成30年11月6日）

平成30年7月豪雨による一般被害

51

高梁川水系小田川における浸水・被害状況

1 1
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人
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年齢別死者数

小田川（倉敷市真備町）では、洪水浸水想定区域と実際の浸水範囲がほぼ一致
にもかかわらず、５１名が死亡。特に死者の約８割が７０歳以上。

＜凡 例＞

※倉敷市の洪水・土砂災害ハザード
マップにＨ３０年７月豪雨における実際
の浸水範囲を加筆

52

高梁川水系小田川における危険情報の発表状況

小田川（倉敷市真備町）では、洪水予報、避難指示など様々な危険情報を発表

特別警報のおそれ
10:30

7/6 11:30
避難準備・高齢者等避難開始発令

7/6 23:45
真備地区（小田川の南側）避難指示(緊急)発令

7/7 1:30
真備地区（小田川の北側）避難指示(緊急)発令

7/6 22:00
真備地区全域に避難勧告発令

大雨特別警報・警
報・注意報

小田川洪水予報

10:33 5:53

22:40 23:10

15:10

22:41

22:20 0:30
0:50

1:35
3:50

20:00

21:50

21:45

13:50 15:35

22:55

高梁川洪水予報

［矢掛水位観測所］

水位(m)

22:10

18:30 19:40

大雨特別警報
（浸水害）

23:10

大雨特別警報
（土砂災害）

22:40

53

7/6 0:50
7/6 
11:30

7/6 
18:30

7/6 
19:30

7/6 22:00
7/6 
22:40

7/6 23:50 7/7 0:20 7/7 0:50 7/7 1:40 7/7 1:50 7/7 4:10

倉敷市

土砂災
害警戒
情報発
表

避難
準備・
高齢
者等
避難
開始
発令
（土砂
災害
のおそ
れ）

避難準
備・高齢
者等避
難開始
を発令
（吉岡
川・倉敷
川の水
位上昇
のおそ
れ）

避難勧告
発令（土
砂災害の
危険）

避難勧告
発令
（小田川
の水位上
昇」

避難指示
（緊急）発
令（小田
川南側氾
濫のおそ
れ）

避難勧告
発令
（高梁川
の水位上
昇）

避難指
示（緊
急）発令
（高馬川
の堤防
越水と小
田川か
らの水
の流れ
込み）

避難勧告
を発令
（足守川
の水位上
昇のた
め）

避難指
示（緊急）
発令（真
備地区
全域）

中国地
方整備
局

河川氾濫
のおそれ
（高梁川
の秦（総
社市）付
近で「氾濫
危険水
位」に到
達）

河川氾
濫発生
（小田川
の倉敷
市真備
町箭田
（右岸）
付近で
堤防越
水）

河川氾濫
のおそれ
（高梁川
の酒津
（倉敷市）
付近で
「氾濫危
険水位」
に到達）

気象庁

岡山県
に特別
警報（大
雨）

○ 緊急速報メールは、「生命に関わる緊急性の高い情報を、特定のエリアの対応端末に配信するもの」として
位置付け。※１

○ 倉敷市真備町においては、平成30年７月６日から７日にかけて、住民に対し、倉敷市、中国地方整備局、気
象庁から合計16回にわたり、緊急速報メールで避難情報等が提供。※２

○ 緊急速報メールに加えて、防災行政無線や登録制メール等で災害等に関する様々な情報が提供。

倉敷市真備町における緊急速報メールの配信事例 広島市のある小学校区内の住民等が受け取った可能性がある情報

特別警報
⼟砂災害警戒情報
警報
注意報

＜警報・注意報等＞ 防災⾏政無線
登録制メール
Lアラート
緊急速報メール

洪⽔氾
濫を対象

※１：「緊急速報メール配信の手引き」（第2. 1版）（携帯事業者作成）
※２：文字数制限により避難所情報については、複数回に分けて配信している。

※内閣府 平成３０年７月豪雨による水害・土砂災害からの避難に関する
ワーキンググループ 資料より引用

災害時に提供される多数の情報

54
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平成３０年７月豪雨災害のまとめ

①西日本を中心に、広域的かつ同時多発的に水害・土砂

災害が発生。

②今回の豪雨では、洪水浸水想定区域や土砂災害警戒
区域において、避難行動を促す情報が発令されていた
にもかかわらず、人的被害が多く発生。

③被災者の多くが高齢者。

55

被災者アンケート（広島県、岡山県、愛媛県）

被災者の避難のきっかけの多くは、周辺の環境悪化や消防・警察・近所の呼びか
けによるもので、自分の身に危険が差し迫るまで避難を決断していない。

避難にあたっては、避難情報の他、水位情報も参考にした人もいたが、リスク情報
を参考にする人は少ない。

最初に避難するきっかけになったのは何か 避難する際に参考にした情報は何か

ＮＨＫ被災者アンケート
（広島県、岡山県、愛媛県の被災者３１０人対象）

⇒身に危険が差し迫るま
で避難を決断していない

⇒半数近くの人が災害リスク情報に関心
を示していない。

資料）NHKWEB：「西日本豪雨１か
月 「今後の住まい」に不安 被災者
アンケート」（ 2018年8月6日 5時06
分）より国交省作成

ＮＨＫ調査

56

被災者アンケート（岡山県真備町）

○自ら避難した人の避難行動のきっかけ「川の水位が上がってきたから」「携帯電話のエリ
アメール」。

○救助された人の避難しなかった理由「これまで災害を経験したことはなかったから」（62％）
「2階に逃げれば大丈夫だと思ったから」（50％）。

※、阪本真由美（兵庫県立大学）・松多信尚（岡山大学）・廣井悠（東京大学）が山陽新聞社とともに実施した調査結果に基づく

避難行動のきっかけ 避難しなかった理由

兵庫県立大 阪本准教授調査

57

平成３０年７月豪雨災害に関する意見

★住民に切迫性が伝わらなかった
・避難指示を出した東広島市は、HPのほか、地元FMラジオやケー
ブルテレビ、防災メールで避難を呼びかけたが避難に結びつかな
かった（7/10日経・東広島市）
・明確な意思表示（避難勧告等）を行っても住民には届いていない
（7/13毎日・レスキューストックヤード理事）
・自分の身に危険が差し迫るまで、避難を決断せず
（8/6NHK・アンケート結果）
・避難指示、勧告の対象者は約863万人にのぼったが、実際に避難
した人は0.5％に満たない（8/7産経・消防庁）
・災害情報を住民に伝える方法が課題（8/7日経・社説）
・気象庁はできる限りの呼びかけをしたが伝わらなかった

（8/25読売・気象庁）

★避難行動に移せなかった
・携帯の警告音が鳴り、テレビのテロップが流れる。真備町住民は、
どのタイミングで逃げれば良いのか（7/14朝日・記者）
・避難が必要と感じた251人のうち、実際に避難は41人

（9/1読売・（株）ウェザーニューズアンケート）
・実際に川を見に行くと水位は高くなく、その日は自宅で過ごした
（7/12日経・真備町住民）

論点①：住民に切迫性を伝え
るために何ができるか？

好事例：
・民家に設置した雨量計が基準値に達すると住民にメールで警告す
るほか、川沿いに置いた水位監視カメラを使って危険を知らせ、西日
本豪雨でも早めの避難につながった（8/21毎日・記者）

平成３０年７月豪雨災害における住民や専門家等の課題報道から、住民自らの減
災行動に結びつく情報共有に向けた論点をまとめると、以下の３つに大別される。

58

平成３０年７月豪雨災害に関する意見

★水災害・土砂災害情報の伝え方、伝わり方
・防災無線がなく、FMラジオ局の放送や登録メールしかなかった
（7/8東京・東広島市）
・60歳以上避難せず97％（9/2読売・CeMI研究所）

・避難勧告、指示が適切に出せていたか、高齢者や体の不自由な方への伝
達する仕組みが課題（7/13朝日・社説）
・防災無線が聞き取れず、スマホを持たない高齢者が逃げ遅れたのではな
いか（7/16東京・真備町住民）

・テレビの注意喚起ではなく、隣家の人に「逃げよう」と言われた方が切迫感
も増し避難につながる（9/1読売・防災システム研究所）

論点②：情報弱者に
水害・土砂災害
情報を伝える方法
とは？

★より分かりやすい情報提供のあり方
・特別警報が発令された事は8割以上の方々が認知していたが、その意味
を正しく理解していた方は約5割 （8/2朝日・静岡大アンケート）
・行政用語でなく、切迫性が伝わるように表現すべき
（7/20産経・防災システム研究所）
・情報を避難行動に利用してもらう工夫が必要（9/1東京・社説）

★有効なハザードマップ情報の提供方法
・自宅付近のハザードマップを見たことがない48％。水害リスクの確認をし
ていない25％（8/26読売・損保ジャパンアンケート）

・ハザードマップを知る人の方が早期避難の傾向があった。行政がハザード
マップをどう周知させるかが課題（8/8産経・産経アンケート）

★多すぎる情報への対処をどうすべきか
・河川洪水など12種類の防災情報が閲覧可能（8/26読売・社説）

論点③：より分かり
やすい情報提供の
あり方は？

好事例：
・一帯を回っていた消防団員や近所の人からの避難を進められ車で逃げた。
逃げていなかったらどうなっていたか（9/1読売・真備町住民）

59

論点①：住民に切迫性を伝えるために何ができるか？

論点②：情報弱者に水害・土砂災害情報を伝える方法とは？

論点③：より分かりやすい情報提供のあり方は？

住民自らの減災行動に結びつく情報共有に向けた論点まとめ

60
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＜参加団体＞
日本放送協会
一般社団法人 日本民間放送連盟
一般社団法人 日本ケーブルテレビ連盟
株式会社 エフエム東京
全国地方新聞社連合会
NPO法人 気象キャスターネットワーク
株式会社 NTTドコモ
KDDI株式会社
ソフトバンク株式会社
ヤフー株式会社
Twitter Japan株式会社
LINE株式会社
グーグル合同会社
一般財団法人 道路交通情報通信システムセンター
一般財団法人 マルチメディア振興センター
新潟県見附市（理事兼総務部長 金井薫平）
常総市防災士連絡協議会（事務局長 須賀英雄）

国土交通省 水管理・国土保全局
道路局 道路交通管理課

高度道路交通システム推進室
気象庁 予報部業務課

＜オブザーバー＞
内閣府（防災担当）
総務省 情報流通行政局 地域通信振興課
総務省消防庁 防災課

防災課 防災情報室
国土交通省 大臣官房 広報課
技術調査課 電気通信室
国土地理院 応用地理部
国土技術政策総合研究所

事務局：国土交通省水管理・国土保全局河川計画課

第１回全体会議（10月4日）

住民自らの行動に結びつく
水害・土砂災害ハザード･リスク 情報共有プロジェクト

61

Ａ：災害情報単純化プロジェクト
～災害情報の一元化・単純化による分かりやすさの追求～

Ｂ：災害情報我がことプロジェクト
～災害情報のローカライズの促進と個人カスタマイズ化の実現～

Ｃ：災害リアリティー伝達プロジェクト
～画像情報の活用や専門家からの情報発信など切迫感とリアリティーの追求～

Ｄ：災害時の意識転換プロジェクト
～災害モードへの個々の意識を切り替えさせるトリガー情報の発信～

Ｅ：災害情報メディア連携プロジェクト
～災害情報の入手を容易にするためのメディア連携の促進～

Ｆ：地域コミュニティー避難促進プロジェクト
～地域コミュニティーの防災力の強化と情報弱者へのアプローチ～

住民自らの行動に結びつく
水害・土砂災害ハザード･リスク 情報共有プロジェクト
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川の防災情報 “気象”×“水害・土砂災害”情報マルチモニタ

気象情報、水害・土砂災害情報および災害発生情報等をパソコンやスマートフォン
で一覧閲覧が可能。

リアルタイムの川の画像 リアルタイムの川の水位

パソコン、スマートフォン：
https://www.river.go.jp/portal/

二次元コード 洪水予報の発表地域 放流しているダムの状況
洪水警報の

危険度分布状況

気象警報・注意報の

発表状況

リアルタイムの

レーダ雨量の状況

浸水の危険性が

高まっている河川

土砂災害の危険度分布状況

地域選択が可能
・全国
・北海道
・東北
・関東
・北陸
・中部
・近畿
・中国
・四国
・九州
・沖縄
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■武雄河川事務所

○配信エリア ： 佐賀県武雄市
○ケーブルテレビ事業者名 ： （株）ケーブルワン

○情報提供の内容 ： CCTV映像

■延岡河川国道事務所

○配信エリア ： 宮崎県延岡市
○ケーブルテレビ事業者名 ：

（株）ケーブルメディアワイワイ
○情報提供の内容 ：

CCTV映像、洪水予報、水位周知情報

○ 地域に密着したケーブルテレビを通じて、身近な河川の切迫した洪水映像等をリアルタイムで配
信し、避難につながる情報を提供（１８ケーブルテレビ事業者で社会実験）

地域防災コラボチャンネルによる洪水映像の配信
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水害リスクラインによる水位情報の提供

観測所地点の水位から上下流連続的な水位をリアルタイムで計算し、堤防の高さと比較することで
危険度を表示する「水害リスクライン」により、災害の切迫感をわかりやすく伝える取組を推進。

拡大表示

【平常時】

2018/7/6 20:00

水害リスクラインの表示イメージ（山国川の例） 【平成30年7月豪雨時（再現）】

左右岸別、上下流連続的に地先ごとの危険度を表⽰
⽔害リスクラインを活⽤した洪⽔予報・危険度の表⽰

浸水想定区域図の
重ね合わせ

カメラ画像イメージ
（ポップアップ）

CCTVカメラ画像の表示
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緊急速報メールを活用した洪水情報のプッシュ型配信
～平成３０年５月１日から、配信対象エリアを１０９水系市町村に拡大しています～

洪水情報のプッシュ型配信イメージ

国土交通省では、「水防災意識社会 再構築ビジョン」のもと、洪水時に住民の主体的な避難を促進

するため、平成２８年９月から、緊急速報メールを活用した洪水情報※１のプッシュ型配信※２に取り組ん
でいます。

平成３０年５月１日から、国管理河川全１０９水系に配信対象をエリア拡大しています。

※今回のメール配信は、国土交通省が発信元となり、携帯電話事業者が提供する「緊急速報メール」の
サービスを活用して洪水情報を携帯電話ユーザーへ周知するものであり、洪水時に住民の主体的な

避難を促進する取組みとして国土交通省が実施するものです。

※１ 「洪水情報」とは、洪水予報指定河川の氾濫危険情報（レベル４）及び氾濫発生情報（レベル５）の発表を契機として、
住民の主体的な避難を促進するために配信する情報です。

※２ 「プッシュ型配信」とは、受信者側が要求しなくても発信者側から情報が配信される仕組みです。
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緊急速報メール配信文案の改良

５ 配信文案
洪水情報のプッシュ型配信では、以下の文案例のように緊急速報メールが住民に配信されます。

○配信文案例

【見本】
（件名）
河川氾濫のおそれ

（本文）
警戒レベル４相当

こちらは国土交通省○○地方整備局です

内容：○○川の○○（○○市）付近で水位
が上昇し、避難勧告等の目安となる氾濫
危険水位に到達しました

行動要請：防災無線、テレビ等で自治体の
情報を確認し、各自安全確保を図るなど
適切な防災行動をとってください

本通知は、浸水のおそれのある市町村に
配信しており、対象地域周辺でも受信する
場合があります

（国土交通省）

【見本】
（件名）
河川氾濫発生

（本文）
警戒レベル５相当

こちらは国土交通省〇〇地方整備局です

内容：○○川の〇〇〇〇〇○○（○岸、
○側）付近で河川の水が堤防を越えて流
れ出ています

行動要請：防災無線、テレビ等で自治体
の情報を確認し、命を守るための適切な
防災行動をとってください

本通知は、浸水のおそれのある市町村に
配信しており、対象地域周辺でも受信す
る場合があります

（国土交通省）

【見本】
（件名）
河川氾濫発生

（本文）
警戒レベル５相当

こちらは国土交通省〇〇地方整備局です

内容：○○川の〇〇〇〇〇○○（○岸、
○側）付近で堤防が壊れ、河川の水が大
量に溢れ出ています

行動要請：防災無線、テレビ等で自治体
の情報を確認し、命を守るための適切な
防災行動をとってください

本通知は、浸水のおそれのある市町村に
配信しており、対象地域周辺でも受信す
る場合があります

（国土交通省）

②-ⅱ 河川氾濫発生
（堤防が壊れ、河川の水が大
量に溢れ出している時）

②-ⅰ 河川氾濫発生
（河川の水が堤防を越えて流れ
出ている時）

①河川氾濫のおそれ

レベルを追加

真に必要な情
報が伝わるよう、
文章を簡潔・明

瞭化
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TV中継の実施状況（ 6月30日、ＦＢＳ福岡放送）

○ ＦＢＳ福岡放送の災害特番において、最新の河川の状況について、九州地方整備局災害対策本
部から生中継による解説を実施

○ 河川管理者の立場から、河川の映像や水位のグラフ等を用いて、河川水位の推移や今後注意
すべき点について説明

九州地方整備局 小林河川計画課長

国土交通職員による専門家解説
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家族の一声で避難を後押し「逃げなきゃコール」

「逃げなきゃコール」とは、離れた場所に暮らす高齢者等の家族に危険が差し迫った場合、家族が
直接電話をかけて避難行動を呼びかける取組です。そのために、NHK、Yahoo!のスマートフォンアプ
リやauのSMS（ショートメッセージサービス）などの地域登録機能を活用し、プッシュ型で家族の住む
場所の河川情報等を入手。

逃げなきゃコールHP
http://www.mlit.go.jp/river/
risp/policy/33nigecall.html

アプリの⼊⼿
地域の登録

防災情報の
プッシュ通知

電話を受け
避難⾏動へ

安全な場所
へ避難

⼤切な⼈に電話等で
避難を呼びかけ

私の住む地域と、
おばちゃんの住む
地域を登録しよう。

おばちゃんの住む
地域に「避難準
備・高齢者等避難
開始」が出てる！

おばあちゃん、
すぐに避難して！

よかった!
今、避難所に
着いたわよ!

連絡ありがとう。

わかったわ!
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